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おける過度の明確性、立法事実を要求する立場が
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金融商品取引法 40 条一号（平成 4 年改正証券取
引法54条1項一号、平成10年改正43条一号）40）、
商品先物取引法 215 条（平成 10 年改正商品取引
所法136条、同16年改正215条）41）、平成18年
改正金融商品販売法 3条 2項 42）があるが、直接
的な民事上の効果は想定されていない 43）。 
もっとも、判例（最一小判平 17年 7月 14日民
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（平成 30年 5月 23日）1項、参議院消費者問題に関
する特別委員会「消費者契約法の一部を改正する法律
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得ると考えてよいであろう。 
74）前掲注（70） 
75）消費者庁前掲注（7）149頁 
76）経済企画庁国民生活局消費者行政第一課編「逐条解説 
消費者契約法」（商事法務・平成12年）98頁。落合誠
一「消費者契約法」（有斐閣・平成13年）76頁は取消
し可とする解釈論を示している。 
77）前掲注（8）6 頁では、つけ込み型勧誘検討の背景と
して「属性として脆弱性を抱えている場合には、一般
的・平均的な消費者として比較して判断力の不足が顕
著に表れやすく」とし、脆弱な消費者を基礎とした検
討が行われている。 
78）不安をあおる内容として、商品サービスの効用自体が
事実に反するものは十分に考えられる。健康食品等が
典型だろう。消費者庁前掲注（7）163頁はヘアケア商
品の必要性に関する不実告知の例を挙げる。 
79）四号につき「取消しという重大な民事効と結びつくこ
とに配慮するとしても、好意感情に乗じた勧誘による
困惑に社会生活上の経験を問う必要はなく…当該要
件は過重であり柔軟な解釈が必要」（丸山前掲注（61）
61頁）とされる。 
80）このような二元的に解さず、一元的に解する立場（伊
吹・和合・石橋前掲注60頁は、「『社会生活上の経験が
乏しいことから』は、消費者が『過大な不安を抱』い
たことの一要素を示す」とする）がある。 
81）もっとも「社会生活上の経験の積み重ね」は「当該消
費者の就労経験や他社との交友関係等の事情を総合
的に考慮して判断」されるもの（消費者庁前掲注（7）
162 頁）であり、若年成人までは年齢のみで足りると
ころ、年齢を重ねれば具体的な取引経験等の実際を丹
念に主張立証していくことになる。 
82）消費者庁前掲注（7）163頁 
83）消費者庁前掲注（7）164頁 
84）消費者庁前掲注（7）164頁 
85）日本的雇用慣行として安定的であった新規学卒者の
雇用は、バブル経済崩壊以降低迷し、若者雇用問題と
して政策対象なっている（濱口桂一郎「日本の労働法
 
 
政策」（JILPIT・平成 30年）405頁以下）が、高い就
職率を維持している（例えば、平成30年の大学・短期
大学・高等専門学校及び専修学校卒業者の就職希望率
76.0%のところ、就職率は 97.6％である：厚労省「平
成30年度大学等卒業者の就職状況調査」（平成31年4
月）ほか）。 
86）京都地判平19年12月19日裁判所ＨＰ 
87）消費者庁前掲注（7）170頁 
88）消費者庁前掲注（7）133頁 
89）消費者庁前掲注（7）134頁 
90）公正取引委員会競争政策研究センタ 「ーデータと競争
政策に関する検討会 報告書」（平成29年 6月6日）10
頁以下 
91）（一社）日本インタラクティブ広告協会などが設立さ
れ、「行動ターゲティング広告ガイドライン」（平成21
年3月制定、同28年5月最新改定）による自主規制、
（公社）日本広告審査等と連携した対策を打ち出して
いる（「悪質性の高いインターネット広告への対応策
強化につい」（令和元年7月24日））。 
92）景品表示法の「著しく」誤認は、一般消費者基準によ
るとされている。 
93）筒井健夫・村松秀樹「一問一答 民法（債権関係）改
正」（商事法務・平成30年）127頁以下 
94）「デート商法の場合、社会生活上の出来事を実際に見
たり、聞いたり、行ったりすることで積み重ねられる
経験全般をいう…したがって、個別の経験の有無をも
とに判断するものではなくて、過去にデート商法の被
害を受けたことがなかったとか、そのような商法の被
害に遭った等の経験は、社会生活上の経験が乏しいか
否かの判断において考慮されるものではない」（第196
回国会衆議院消費者問題に関する特別委員会会議録 8
号（平成30年5月23日）4頁・福井大臣発言） 
95）前掲名古屋高判平21年等 
96）拙稿前掲注（58）では触れていなかった。 
97）消費者庁前掲注（8）21頁以下 
98）消費者庁前掲注（8）21頁以下 
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